
徳島県企業局

平成２５年２月４日

資料４



} 企業局の事業概要 ・・・・・・・・・・・・・・・ 1
} 企業局の経営計画 ・・・・・・・・・・・・・・・ 8
} 企業局を取り巻く状況・・・・・・・・・・・・・・10
} 電気事業の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・13
} 電気事業の課題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・20
} 工業用水道事業の現状 ・・・・・・・・・・・22
} 工業用水道事業の課題 ・・・・・・・・・・・28
} 土地造成事業の現状 ・・・・・・・・・・・・・30
} 土地造成事業の課題 ・・・・・・・・・・・・・32
} 駐車場事業の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・33
} 駐車場事業の課題 ・・・・・・・・・・・・・・・36
} 企業局の新たな取り組み ・・・・・・・・・・37
} 新たな経営戦略の方向性 ・・・・・・・・・40



企業局とは

地方公営企業とは

経営の基本原則

徳島県が「地方公営企業」を経営するための組織

都道府県や市町村などの地方公共団体が、地域住民
の福祉の増進を目的として事業を経営する企業体

地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するととも
に、その本来の目的である公共の福祉を増進するよう
に運営されなければならない。（地方公営企業法第３条）

・上、下水道
・工業用水道
・バス、鉄道
・電気
・病院 など

地方公営企業法

・組織、財務、職員
身分、企業経営基
準などが定められ
ている。

・企業会計による
独立採算
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電気事業 工業用水道事業 土地造成事業 駐車場事業

・坂州発電所
・日野谷発電所
・川口発電所
・勝浦発電所

四国電力(株)に卸供給

水
力
発
電

・吉野川北工業用水道
・阿南工業用水道

県内32事業所に給水

勝浦発電所

日野谷発電所

坂州発電所

川口発電所

阿南工業用水道

吉野川北岸
工業用水道

・藍場町地下駐車場
（藍場浜公園地下）

・松茂駐車場
（松茂とくとくタ－ミナル）

・内陸部５地区
・臨海部１地区

工業用地の造成、分譲
西長峰工業団地を分譲中

合計

182ha

２

太陽光
発電

・マリンピア沖洲
太陽光発電所

・和田島太陽光発電所

建設中



公営企業管理者・
企業局長

本局

総合管理事務所

副局長 次長

電力課 総務課

事業推進室
ダム管理課

工務課

保全課

運転制御室

管理課

平成２４年４月１日現在

５人 １０人 ２３人

６８人

３人 計109人
※管理者含む

組織

沿革

昭和３１年 徳島県電気局の設置により発足
昭和４１年 工業用水道事業を開始。現在の企業局に改組。
昭和４３年 土地造成事業を開始
昭和４８年 駐車場事業を開始。
平成１８年 創設５０周年。
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事業名 項目 実績量 備考

電気事業 供給電力量 348,986千kWh

工業用水道事業 給 水 量 42,501千ｍ3

土地造成事業 － －

駐車場事業 駐 車 台 数 210,457台

事業名 資産額 収 益 費 用 利 益

電気事業 25,492,034 2,520,132 2,271,526 248,606

工業用水道事業 10,249,601 1,025,697 849,677 176,020

土地造成事業 1,755,783 10,207 1,315 8,892

駐車場事業 1,626,590 85,936 71,828 14,108

計 39,124,008 3,641,972 3,194,346 447,626

事業実績（平成２３年度）

資産及び収支の状況（平成２３年度決算）
（単位：千円）
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５

４事業の収支状況(決算）の推移

（千円）
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内部留保資金の状況

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（

土
地、

駐
車
場）

（

合
計、

電
気、

工
水）

土地造成

駐車場

合計

電気

工水

（千円）（千円）

6



電力の安定供給

工業用水の安定供給

新たな再生可能
エネルギーへの取組

電気主任技術者 ３２人

企
業

局
技

術
職

員

ダム管理主任技術者 １１人

電気工事士 ２５人

高圧電気工事技術者 ７人

総合無線通信士 １人

陸上特殊無線技士 ６６人

多数の有資格者

ダム水路主任技術者 １２人

溶接管理技術者 １人

ｸﾚｰﾝﾃﾞﾘｯｸ運転士 ４１人

蓄電池設備整備資格者 ８人

消防設備関係資格 ２８人

陸上無線技術士 ６人

電気事業

工業用水道事業

新たな取組

など

技術者集団

施
設
の
機
能
維
持
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あ

経営計画の推移

平成１６年３月 「徳島県企業局長期経営計画」策定（Ｈ１５～Ｈ２４）

平成２０年９月 「徳島県企業局あり方懇話会」報告

平成２１年３月 「徳島県企業局経営計画」策定（Ｈ２１～Ｈ２５）

長期経営計画の概要（Ｈ１５～Ｈ２４）

経営の
基本方針

地方公営企業の経営原則の
追求を通じた県勢振興への寄
与

策定の趣旨：経済のグローバル化の進展、環境意識の高まり、電力自由化をはじめとする規制緩和の進展、公
的部門への民間的経営手法の導入、民間参入の拡大等の経営環境の変化を踏まえ、各事業のあり方について
抜本的な検討を行うとともに、長期的な視点から今後の経営方針を確立する。

①経営原則の追求 ②顧客満足度の向上 ③創造的経営革新

経営情報の公開、県民ニー
ズの把握、民間的経営手法
の導入等に取り組み、県民
目線に立った事業運営の展
開

既存事業の社会的役割を再
評価し、環境変化に対応した
経営体を構築するため、柔
軟な発想による取り組みを
推進

上記方針に基づき事業改革に取り組む
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9

現在の経営計画 基本理念：地方公営企業の「経営の原則」である「経済性の発
揮」と「公共の福祉の増進」に基づき、「県民生活の
向上」と「地域社会の貢献」に積極的に取り組む

・など

基本目標

事業執行
方針

数値目標

達成状況

（Ｈ２３年度末現在）

安定供給の確保 効率的経営の推進 社会貢献の推進

①安全で安心なサー
ビスの提供

②設備の機能維持

③経営基盤の強化
④企業経営の充実
⑤開かれた経営の推進

⑥環境保全に向けた取 組
⑦一般行政部門との連携

目標 ７項目 達成 ５項目 目標 １２項目 達成 ６項目 目標 ５項目 達成 ４項目

あり方懇話会報告

今後の方向性：各事業は、良好な経営状況を維持していることから、事業の「廃止」や「譲渡」の方
向性ではなく、企業局が持つ特性や特徴を活かし、「公共のサービスの向上」に努
めていくべき。具体的には新エネルギーの導入推進、出前講座などのＰＲ事業など。

・建築物耐震化率 ９４% ○
・新たな事故訓練
導入件数 ３件 ○

・供給支障事故件 ０件 ×
・電力供給率 100% ○
・新たな利便性向上策

５年間で累計 １０件 ×
など

・経常収支比率
100%以上 ○

・有利子債務構成
比率 ５．０% ○

・未利用財産売却

９百万円 ×
・研究発表件数

５年間で30人 ×
など

・新エネルギー導入
件数 ３件 ○

・他会計貸付件数
毎年２件以上 ○

・新エネルギー設備 ×
導入件数 ５件
・低環境負荷自動車
導入件数 ３台 ○
など

○：達成
×：未達成



経営環境の変化

新経営計画の策定

・南海トラフの巨大地震への備えが必要
（１１ページ参考資料参照）

・電気料金制度見直しへの対応
（総括原価方式の見直し）

・再生可能エネルギーの普及拡大が必要
（１２ページ参考資料参照）

・４か年計画（Ｈ２５～Ｈ２８）
・具体的な行動計画
・意欲的な数値目標

東日本
大震災

新規事業への取組

「戦略的
経営推進
委員会」

民間の経営感覚
を反映

・１０か年の投資計画（２年毎見直し） 更なる社会貢献

経営計画の
見直しが必要

集中的な設備投資
と効率化の必要性
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重点戦略２ いのちを守るとくしまづくり（１）
◆三連動地震への的確な対応

・東日本大震災を踏まえた迅速な対応
「地震津波減災対策 検討委員会」設置（H23.4月）
※いち早く被害想定の見直しに着手
↓

・国に先駆け公表
「津波高暫定値」（H23.12月）
「暫定津波浸水予測図」（H24.1月）
↓

・地震防災対策行動計画の見直し
「地震防災・減災対策 最終報告」（H24.3月）
「『とくしま－０作戦』地震対策行動計画」策定

（H24.3月）

検討委員会

●被害想定等の見直し

国の被害想定（H24.8月）を受け
「津波浸水予測」、「地震動被害想定」策定予定
↓

「震災対策推進条例(仮称）」 H24H24年度制定予定年度制定予定

今後の取組

県全体としての取り組み （参考）安全安心・実感とくしま
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県全体としての取り組み （参考）環境首都・先進とくしま
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◇施設状況

発電所名 取水ダム名 運転開始 最大出力 Ｈ２4予定供給電力量 所在地

坂 州 追立ダム 昭和２７年 ５月 2,400kW 5,300千kWh 那賀町坂州

日 野 谷 長安口ダム 昭和３０年１１月 62,000kW 240,200千kWh 那賀町日浦

川 口 川口ダム 昭和３５年１０月 11,700kW 44,500千kWh 那賀町吉野

勝 浦 正木ダム 昭和５２年 ５月 11,300kW 34,000千kWh 勝浦町棚野

計 87,400kW 324,000千kWh

坂州発電所 日野谷発電所 川口発電所 勝浦発電所
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供給量及び売電収入の推移

発電量の効果

◇供給実績

発電所名 H23供給電力量

坂 州 5,230
日野谷 261,900
川 口 46,294

勝 浦 35,562
計 348,986

年度 H14,15 H16,17 H18,19
売電単価 8.31 7.88 7.40

年度 H20,21 H22,23 H24,25

売電単価 7.31 7.31 7.46

（単位：千Ｋｗｈ）

売電単価の推移

・二酸化炭素排出削減量
約25万ｔ

・一般家庭消費電力量の
約10万戸分の電力を供給
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項 目 内部留保額

損益勘定留保資金 4,791

利 益 剰 余 金 562

そ の 他 4,340

小計 9,693

引 当 金 1,729

合計 11,422

◇経営状況

（単位：百万円）

収支状況（決算）の推移 平成２３年度末資金保有状況

項 目 貸付残高

他会計貸付金 4,260

企業債未償還残高はゼロ

15

営業費用 営業収益

固定資産

流動資産
営業外費用

（単位：百万円）
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当年度純利
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1
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2,271

特別利益 1営業外収益 53

営業収益

2,467

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000 （百万

円） 【損益計算書】
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営業外収益

特別利益

営業費用

営業外費用

特別損失

当年度純利益 流動資産

12,061

投資

4,260

固定資産

9,171

剰余金

4,908

資本金

18,218

流動負債 636
固定負債

1,730
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総資本経常利益率経常収支比率 売上高経常利益率

全国平均 108.6 % 全国平均 0.8 % 全国平均 7.3 %

H22年度数値KWh当たり
料金 (円)
(卸供給単価)

～全国比較～
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◇電気事業が果たす役割

◇再生可能エネルギーへの取り組み

・県内電灯消費電
力量（一般家庭）
の約17％を供給

・クリーンエネルギーで電力需要の一部を賄う
・河川行政部門との連携（水力発電）
・事業運営を通じた地域貢献

和田島太陽光発電所の建設

マリンピア沖洲太陽光発電所の建設

既設 ４水力発電所の機能維持

17

～技術者集団の挑戦～

佐那河内風力発電所の建設・実証実験

新たな再生可能エネルギーへの取組



◇地域貢献への取り組み

・ダム水源地サポート事業
・森づくり支援事業

自然エネルギー啓発施設の設置 施設見学会の開催

長安口ダム資料館（ビーバー館）

小型風力発電システム

日野谷発電所の見学川口発電所の見学

資金面での貢献 技術面での貢献

・市町村等における小水力
発電導入等の技術支援
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◇電気事業の制度改革の方向性

電気料金制度見直し 発送電分離

小売り全面自由化

・総括原価方式の見直し
・原価内容の適正化

・送配電線を電力会社から開放する
ため、発電部門と送配電部門を分離

・地域独占を撤廃し、小売り全面自由
化を実施

19

発電の全面自由化

・卸規制（長期・大量の電力供給にお

ける供給義務や総括原価方式による
料金規制）を撤廃

・太陽光、風力等の再生可能エネ

ルギーによる電気を一定期間、固
定価格で買取

固定価格買取制度


